
 

 

１ ．  は じ め に  

企 業 を 取 り 巻 く 外 部 環 境 が 急 速 に 変 化 し 、 投 資 家 を は じ め と す る ス テ ー ク ホ

ル ダ ー の サ ス テ ナ ビ リ テ ィ （ 環 境 や 経 済 な ど に 配 慮 し た 活 動 を 行 う こ と で 、

社 会 全 体 を 長 期 的 に 持 続 さ せ て い こ う と い う 考 え 方 ） 課 題 へ の 関 心 が 益 々

高 ま っ て い ま す 。 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ へ の 対 応 は 、 従 来 の 慈 善 活 動 と は 全 く 異 な る

次 元 の も の と し て 、 経 営 の 根 幹 に 位 置 付 け ら れ る べ き も の と な っ て き て お り 、 経

営 の 前 提 条 件 が 変 わ っ て き た と い え る と 言 わ れ て い ま す （ サ ス テ ナ ブ ル な 企 業

価 値 創 造 に 向 け た  サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 関 連 デ ー タ の 効 率 的 な 収 集 と 戦 略 的 活 用

に 関 す る ワ ー キ ン グ ・ グ ル ー プ 作 成 「 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 関 連 デ ー タ の  効 率 的 な

収 集 及 び 戦 略 的 活 用 に 関 す る 報 告 書  （ 中 間 整 理 ） 」 （ 2 0 2 3 年 7 月 1 8 日 ） ） 。  

「 経 営 の 根 幹 に 位 置 づ け ら れ る も の 」 で あ れ ば 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ へ 対 応 し な

い 場 合 、 当 該 会 社 の 取 締 役 は 、 善 管 注 意 義 務 違 反 等 法 的 責 任 を 問 わ れ る こ と

が あ る の で し ょ う か 。 逆 に 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ へ の 対 応 に つ い て 善 管 注 意 義 務

違 反 が 問 わ れ る リ ス ク は あ る の で し ょ う か 。  

今 回 の ニ ュ ー ス レ タ ー で は 、 役 員 の 善 管 注 意 義 務 と か ら め て 検 討 し ま す が 、

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ に つ い て は 、 役 員 か 否 か に か か わ ら ず 、 ビ ジ ネ ス を し て い く 上

で 知 っ て お く べ き 課 題 だ と 思 い ま す 。  

 

2 . 取 締 役 等 の 善 管 注 意 義 務  

会 社 法 上 、 株 式 会 社 と そ の 取 締 役 の 関 係 は 、 一 般 に 民 法 の 委 任 に 関 す る 規

程 に 従 う と さ れ て い ま す 。 民 法 上 、 受 任 者 （ 取 締 役 ） は 、 委 任 の 本 旨 に 従 い 、 善

良 な 管 理 者 の 注 意 を も っ て 、 委 任 事 務 を 処 理 す る 義 務 を 負 い ま す 。 す な わ ち 、

株 式 会 社 の 取 締 役 は 、 善 管 注 意 義 務 を 負 っ て い ま す 。 社 団 法 人 、 財 団 法 人 の

理 事 ・ 監 事 も 同 様 で す 。 そ し て 、 そ の 注 意 義 務 の 水 準 は 、 「 そ の 地 位 ・ 状 況 に あ

る 者 に 通 常 期 待 さ れ る 程 度 の も の 」 と さ れ て い ま す 。  

３ ． サ ス テ ナ ビ リ テ ィ へ の 取 り 組 み を 怠 っ た 場 合  

 会 社 が サ ス テ ナ ビ リ テ ィ へ の 取 り 組 み を 怠 っ た 場 合 、 取 締 役 の 善 管 注 意 義 務

違 反 と さ れ る 可 能 性 が あ り ま す 。  

そ れ で は 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ へ の 取 り 組 み を 怠 っ た と 言 わ れ な い た め に 、 具

体 的 に 何 を す る こ と が 求 め ら れ て い る の か 、 検 討 し て み ま す 。  
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（ １ ）  人 権 デ ュ ー デ リ ジ ェ ン ス （ 人 権 D D ）  

人 権 D D と は 、 人 権 へ の 負 の 影 響 を 特 定 し 、 防 止 ・ 軽 減 す る た め の 一

連 の プ ロ セ ス を い い ま す 。 企 業 は 子 会 社 ・ 関 連 会 社 を 含 む 自 社 グ ル ー プ

は も ち ろ ん 、 サ プ ラ イ チ ェ ー ン 上 で 発 生 し う る 人 権 リ ス ク に 対 し て 適 切 な

予 防 ・ 軽 減 の 措 置 を 講 じ 、 ま た 、 万 一 、 人 権 侵 害 が 生 じ た 場 合 に は 適 切

な 修 復 措 置 を 講 じ る こ と が 求 め ら れ ま す し 、 適 切 な 頻 度 で 人 権 デ ュ ー デ リ

ジ ェ ン ス を 実 施 す る こ と が 必 要 で す 。  

 

日 本 政 府 が 作 成 し た 「 責 任 あ る サ プ ラ イ チ ェ ー ン 等 に お け る  人 権 尊 重

の た め の ガ イ ド ラ イ ン 」 で も 、 企 業 は 、 そ の 人 権 尊 重 責 任 を 果 た す た め 、

人 権 方 針 の 策 定 、 人 権  D D の 実 施 、 自 社 が 人 権 へ の 負 の 影 響 を 引 き 起

こ し 又 は 助 長 し て い る 場 合 に お け る 救 済 」 が 求 め ら れ て い ま す 。  

具体的には、自社グループ及びサプライチェーンについて、強制労働（工場などでの強

制的な長時間労働など）、ハラスメント（特定の従業員に対する差別、嫌味・悪口など）、

長時間労働（1 日 8 時間、一週間で 40 時間の法定労働時間を超えた労働）、児童労働

（農林水産業に多く見られる 18 歳未満の危険な労働）、賃金未払い（定期的な給料・残

業代・割増賃金などの未払い）、外国人労働者への人権侵害（技能実習生などに対する

長時間労働・いじめなど）、インターネット上の人権侵害（プライバシー侵害、ヘイトスピー

チなど）など、人権侵害等がないか調査し、特定し、あれば対処することです。 

これら人権 DD を怠った結果、後から人権侵害に関わっていた、または人権侵害に関

わっている企業と取引していたことが明らかになった場合、会社は信用をなくし、取引先

を失う等損害を被る可能性は高いと思われます。その被った損害について、人権 DD を

怠ったことが、善管注意義務違反として、取締役が責任を追求される可能性があります。 

（２）不正行為に対する監視・監督、内部統制システムの構築等 

役員が、不正に直接関与していなかった場合でも、善管注意義務違反として法的責任

が生じる可能性がある場合としては、①不正行為に対し監視・監督を怠っていた場合、②

内部統制システムの構築を怠っていた場合、③不正発覚後の損害拡大回避を怠った場

合が考えられます。サステナビリティへの取り組みを怠ったために、事業に悪影響が与え

られるリスクがあることや、善管注意義務違反として取締役が責任を追求される可能性

があることは、上記人権 DD を怠った結果と同様です。 

したがって、①不正行為に対する監視・監督、②内部統制システムの構築、③不正発

覚後の損害拡大回避、のための体制を整備しておくことが取締役等が善管注意義務違

反の責任を問われないために重要です。 

 

サステナビリティへの取り組

みとは  
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 （３）適切な対応及び基本的な方針の策定（コーポレートガバナンス・コード） 

コーポレートガバナンス・コードにも、サステナビリティに関する規定があります。コーポレート・

ガバナンスコードは、上場会社でなければ直接適用されることはありませんが、法人の取り組

みや取締役の責任を考える上で、参考になると思います。すなわち、適用されないからといっ

て無視するのではなく、遵守すべきといえます。コーポレートガバナンス・コードのサステナビリ

ティに関する規程には、以下のものがあります。 

【原則２－３．社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題】 

上場会社は、社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題について、適切な対応を行うべ

きである。 

<補充原則 ２－３①>  

取締役会は、気候変動などの地球環境問題への配慮、人権の尊重、従業員の健康・労働環境への配慮や公正・適切

な処遇、取引先との公正・適正な取引、自然 災害等への危機管理など、サステナビリティを巡る課題への対応は、リ

スクの 減少のみならず収益機会にもつながる重要な経営課題であると認識し、中長期 的な企業価値の向上の観点

から、これらの課題に積極的・能動的に取り組むよう検討を深めるべきである。 

<補充原則４－２②>  

取締役会は、中長期的な企業価値の向上の観点から、自社のサステナビリテ ィを巡る取組みについて基本的な方針

を策定すべきである。 また、人的資本・知的財産への投資等の重要性に鑑み、これらをはじめとする 経営資源の配

分や、事業ポートフォリオに関する戦略の実行が、企業の持続的な 成長に資するよう、実効的に監督を行うべきであ

る。 

４ ． サ ス テ ナ ビ リ テ ィ へ の 出 費 と 善 管 注 意 義 務  

そ れ で は 、 た と え ば 、 サ ス テ ィ ナ ビ リ テ ィ へ の 取 り 組 み に 費 用 を 支 出 し た 場

合 、 そ の 支 出 が 取 締 役 の 善 管 注 意 義 務 違 反 と し て 、 責 任 を 追 求 さ れ る こ と は

な い で し ょ う か 。  

取 締 役 等 は 、 不 確 実 な 状 況 で 迅 速 な 決 断 を せ ま ら れ る 場 合 が 多 い の で 、 取

締 役 の 業 務 執 行 を 委 縮 さ せ な い た め に 、 取 締 役 が 何 か 積 極 的 に 行 為 し た 結

果 、 会 社 に 損 害 が 生 じ た 場 合 に つ い て は 、 注 意 義 務 委 違 反 の 責 任 を 問 う こ と

に は 慎 重 で あ る べ き だ と い う 原 則 が あ り 、 そ の 決 定 の 過 程 、 内 容 に 著 し く 不 合

理 な 点 が な い 限 り 、 取 締 役 と し て の 善 管 注 意 義 務 に 違 反 す る も の で は な い と

い う 最 高 裁 判 例 が あ り ま す （ 最 高 裁 平 成 ２ ２ 年 ７ 月 １ ５ 日 ） 。 し た が っ て 、 サ ス

テ ィ ナ ビ リ テ ィ へ の 取 り 組 み も 、 そ の 決 定 の 過 程 、 内 容 に 著 し く 不 合 理 な 点 が

な い 限 り 、 善 管 注 意 義 務 違 反 の 法 的 な 責 任 を 問 わ れ る リ ス ク は 高 く な い と 言

う こ と が で き ま す 。  

今 は 会 社 と し て 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ に つ い て の 方 針 を 定 め 、 ウ ェ ブ サ イ ト な ど

で 公 開 し て い る 会 社 も 多 く あ り ま す 。 将 来 の 世 代 の た め に 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ

に 真 剣 に 取 り 組 む こ と が 求 め ら れ て い る と 思 い ま す 。  
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